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 Ⅰ．算定手順

   平成17年度11月以降に適用するものとして算定。

 ◇ ハードウェア

 ◇ ソフトウェア

諸掛費
他人資本費用

設備管理運営費

 端末系交換機能 (２－２（２）加入者交換機機能メニュー利用機能）

自己資本費用
利益対応税

設備管理運営費

減価償却費物品費・取付費

共通割掛費

利益対応税

減価償却費

 端末系交換機能

 ２－２（２）
 加入者交換機
 機能メニュー利用機能

共通割掛費

上記取得固定資産価額に
調達コストの低減率を
見込んで算定した
再取得固定資産価額

他人資本費用

自己資本費用

物品費・取付費
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取得固定資産価額の算定 原価の算定

利用信号数(見込み)

取得固定資産価額の算定 原価の算定

料金の設定

保守運営費に係るもの

減価償却費に係るもの



Ⅱ.原価の算定及び料金の設定（平成17年度11月以降に適用するもの）

Ａ．料金の設定
（単位：百万円）

金額等
①ハードウェア（単位：百万円） 15 Ｂ(1)⑦
②ソフトウェア（単位：百万円） 1,545 Ｂ(2)⑦
③信号数（単位：百万信号） 8,726 平成16年度利用信号数実績×5ヶ月／12ヶ月
④料金(当該期間のコスト分)　（単位：円／信号） 0.1788 （①＋②）／③

Ｂ．原価の算定

(1) ハードウェア （単位：百万円）
金額等

①取得固定資産価額 178
②設備管理運営費 15

（再掲）③減価償却費 10
④他人資本費用 0
⑤自己資本費用 0
⑥利益対応税 0
⑦合計 15 ②＋④＋⑤＋⑥

(2) ソフトウェア （単位：百万円）
金額等

①取得固定資産価額 17,030
②設備管理運営費 1,474

（再掲）③減価償却費 1,084
④他人資本費用 21
⑤自己資本費用 28
⑥利益対応税 22
⑦合計 1,545 ②＋④＋⑤＋⑥

Ｃ．ソフトウェアの再取得固定資産価額の算定
（単位：百万円）

金額等
①取得固定資産価額 17,030 現在提供中の機能

②再調達コストの低減率 0.764

③再取得固定資産価額 13,011 ①×②

（別表）ソフトウェアの再調達コストの低減率 （単位：円/人・時間）
金額等

①Ｈ１１年度の弊社作業単金（平日昼間） 8,844 東西平均
②Ｈ１６年度の弊社作業単金（平日昼間） 6,758 東西平均
③コスト低減率 0.764 ②/③

備考区分

区分

区分

接続約款 料金表 第１表接続料金 第２網改造料の算定式に準拠して、設
備管理運営費、他人資本費用、自己資本費用、利益対応税を算定

接続約款 料金表 第１表接続料金 第２網改造料の算定式に準拠して、設
備管理運営費、他人資本費用、自己資本費用、利益対応税を算定

但し、③～⑥の算定の基礎となる取得固定資産価額は、Ｃ③を使用

別表③より

区分 備考

備考

備考

備考

区分
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Ⅲ.原価の算定に使用した比率

比率 備考 引用する算定根拠

設備管理運営費比率 端末系交換設備 0.061

通信料対応設備合計 0.055  除却費を個別に支払う場合

繰延資産比率 0.0138

投資等比率 0.0027

貯蔵品比率 0.0084

他人資本比率 0.498

自己資本比率 0.502

他人資本利子率 0.0152

自己資本利益率 0.0201

有利子負債以外の負債の比率 0.102

有利子負債以外の負債の利子相当率 0.0137

利益対応税率 0.6987

設備管理運営費比率、繰延資産比率、投資等比率、貯蔵品比率につい
ては平成17年3月1日認可の網使用料算定根拠（東西合算）

区分
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